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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載 

しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ 

    ん。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第65期 

第１四半期連結 
累計期間 

第66期 
第１四半期連結 

累計期間 
第65期 

会計期間 

自平成23年 
10月１日 

至平成23年 
12月31日 

自平成24年 
10月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成23年 
10月１日 

至平成24年 
９月30日 

売上高（百万円）  31,744  30,142  111,108

経常利益（百万円）  1,147  1,297  1,233

四半期（当期）純利益（百万円）  663  796  199

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 598  985  134

純資産額（百万円）  56,642  56,107  55,639

総資産額（百万円）  99,383  93,136  90,937

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 12.83  15.40  3.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  56.63  59.83  60.79

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △6,839  191  3,476

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,874  △1,175  △6,114

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 7,590  1,465  780

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 3,434  3,182  2,700
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 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。 

（１）業績の概況  

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、復興需要により一部に緩やかな持ち直しが見られるものの、

貿易収支は赤字基調が続き、設備投資も回復の兆しが見られず、引き続き弱含みで推移しました。政権交代による政

策期待感から、先行して金融市場では円安、株高へ転じましたが、実体経済への反映はまだこれからの段階であり、

当面、景気は横ばいの状態が続くと思われます。海外においても米国の景気回復のテンポは緩やかであり、ヨーロッ

パ経済も依然としてマイナス成長が続いております。 

 このような状況のもと当社グループは、平成23年11月に発表した第四次中期経営計画（３ヵ年）の２年目を迎え、

事業運営方針の柱である「コア事業の強化」と「成長力の強化」に基づき、業績の回復、向上に努めております。 

 その結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の連結経営成績は、売上高30,142百万円（前年同期比5.0％

減）、営業利益1,211百万円（前年同期比9.7％増）、経常利益1,297百万円（前年同期比13.1％増）、四半期純利益

796百万円（前年同期比20.1％増）となりました。 

 セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

  

①冷蔵倉庫事業 

 在庫量は前連結会計年度より引き続き高い水準を維持し、計画どおり順調に推移しました。前期よりスタートさせ

た「物流アウトソーシングサービス」が軌道に乗り、通関収入や流通加工収入が増加し、業績に寄与いたしておりま

す。 

 貨物取扱量の状況は、冷凍食品の取り扱いが増加したことで、入庫取扱量は約２千トンの増加（前年同期比0.5%

増）とほぼ横ばいでしたが、出庫取扱量は約21千トン（前年同期比7.0%増）、平均保管在庫量は約74千トン（前年同

期比10.3%増）の増加となりました。 

 また、タイ国の連結子会社タイヨコレイ㈱においては、前期にフル稼働を開始したワンノイ物流センターが好調を

維持しており、大幅な増収増益となりました。 

 以上の結果、冷蔵倉庫事業の業績につきましては、売上高は5,750百万円（前年同期比7.9%増）、営業利益は1,549

百万円（前年同期比18.0%増）となりました。 

  

②食品販売事業 

 水産品は、前連結会計年度に発生しました相場の下落は落ち着きを見せましたが、回復速度は遅く、取扱数量は増

加したものの減収減益となりました。畜産品は、前年同期はチキン相場が低迷しておりましたが、その後の需給ギャ

ップの解消により相場は回復し、増収増益となりました。農産品は、馬鈴薯は昨年８月の喜茂別パッキングセンター

稼働により順調でしたが、玉葱が産地高の影響を受け前年同期を下回り、減収減益となりました。 

 以上の結果、食品販売事業の業績につきましては、売上高は24,388百万円（前年同期比7.7%減）、営業利益は109

百万円（前年同期比63.0%減）となりました。 

  

（２）資産、負債、純資産の状況 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ2,198百万円増加し、93,136百万円となりまし

た。これは主に商品が418百万円、受取手形及び売掛金が2,691百万円増加したことや、有形固定資産が900百万円減

少したこと等によるものです。 

 負債総額は、前連結会計年度末と比べ1,730百万円増加し、37,028百万円となりました。これは主に借入金が2,019

百万円増加したことや、賞与引当金が496百万円減少したこと等によるものです。 

 また、純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ468百万円増加し、56,107百万円となりました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（３）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前連結会計年度末に比べ482百万

円増加の3,182百万円となりました。当第１四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況と主な内容は次

のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、191百万円の資金の増加（前年同四半期は6,839百万円の資金の減少）とな

り、その主な内容は税金等調整前四半期純利益1,297百万円、減価償却費849百万円及び仕入債務の増加額1,016百万

円による資金増加と、売上債権の増加額2,690百万円などの資金減少によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、1,175百万円の資金の減少（前年同四半期は1,874百万円の資金の減少）と

なり、その主な内容は有形固定資産の取得による支出1,511百万円などによるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、1,465百万円の資金の増加（前年同四半期は7,590百万円の資金の増加）と

なり、その主な内容は金融機関からの借入の純増額2,011百万円による資金の増加と、配当金の支払額517百万円によ

る資金の減少によるものです。 

（４）事業上及び財政上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（５）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

-4-



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。   

  

該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  160,000,000

計  160,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現在
発行数（株） 

（平成24年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成25年２月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  52,450,969  52,450,969
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計  52,450,969  52,450,969 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総 
数増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増 
減額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年10月１日 

 ～ 

平成24年12月31日 

 －  52,450,969  －  11,065  －  11,109

（６）【大株主の状況】
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      当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、 

    記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしており 

    ます。 

  ①【発行済株式】 

  

  ②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

   

（７）【議決権の状況】

  平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

 702,700
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 51,695,400

  

 516,954
－ 

単元未満株式 
普通株式 

 52,869
－ 

一単元（100株） 

未満の株式 

発行済株式総数 
  

 52,450,969
－ － 

総株主の議決権 －  516,954 － 

  平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株 
式数の割合   

（％） 

横浜冷凍株式会社 
横浜市神奈川区守

屋町一丁目1番地７ 
 702,700 －    702,700  1.34

計 －  702,700 －  702,700  1.34

２【役員の状況】

-6-



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年９月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,700 3,182 

受取手形及び売掛金 14,402 17,093 

商品 14,003 14,422 

繰延税金資産 441 326 

その他 985 490 

貸倒引当金 △26 △32 

流動資産合計 32,507 35,483 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 26,243 25,788 

機械装置及び運搬具（純額） 4,912 4,759 

土地 19,382 19,053 

リース資産（純額） 212 211 

建設仮勘定 8 61 

その他（純額） 366 350 

有形固定資産合計 51,125 50,225 

無形固定資産   

のれん 848 810 

その他 1,630 1,631 

無形固定資産合計 2,479 2,442 

投資その他の資産   

投資有価証券 3,616 3,795 

長期貸付金 71 75 

その他 1,190 1,170 

貸倒引当金 △53 △57 

投資その他の資産合計 4,825 4,985 

固定資産合計 58,430 57,652 

資産合計 90,937 93,136 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年９月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,314 6,331 

短期借入金 10,509 11,178 

1年内返済予定の長期借入金 2,211 2,463 

1年内償還予定の社債 47 40 

リース債務 69 74 

未払法人税等 191 440 

賞与引当金 619 123 

役員賞与引当金 27 6 

その他 3,802 2,712 

流動負債合計 22,793 23,370 

固定負債   

長期借入金 11,242 12,342 

リース債務 153 148 

繰延税金負債 23 76 

退職給付引当金 605 614 

役員退職慰労引当金 302 297 

資産除去債務 105 105 

その他 72 73 

固定負債合計 12,504 13,657 

負債合計 35,297 37,028 

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,065 11,065 

資本剰余金 11,109 11,109 

利益剰余金 34,061 34,341 

自己株式 △520 △520 

株主資本合計 55,716 55,995 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △214 △91 

繰延ヘッジ損益 △28 9 

為替換算調整勘定 △197 △190 

その他の包括利益累計額合計 △439 △271 

少数株主持分 362 383 

純資産合計 55,639 56,107 

負債純資産合計 90,937 93,136 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 

 至 平成24年12月31日) 

売上高 31,744 30,142 

売上原価 28,800 27,193 

売上総利益 2,943 2,949 

販売費及び一般管理費 1,839 1,737 

営業利益 1,104 1,211 

営業外収益   

受取利息 4 2 

受取配当金 22 26 

保険配当金 28 2 

固定資産売却益 0 43 

その他 83 124 

営業外収益合計 138 198 

営業外費用   

支払利息 66 64 

固定資産除売却損 5 18 

その他 24 29 

営業外費用合計 95 112 

経常利益 1,147 1,297 

特別利益   

過年度固定資産税還付金 84 － 

特別利益合計 84 － 

税金等調整前四半期純利益 1,231 1,297 

法人税、住民税及び事業税 339 392 

法人税等調整額 222 91 

法人税等合計 561 483 

少数株主損益調整前四半期純利益 670 814 

少数株主利益 7 17 

四半期純利益 663 796 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 

 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 670 814 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △170 123 

繰延ヘッジ損益 146 38 

為替換算調整勘定 △48 9 

その他の包括利益合計 △72 171 

四半期包括利益 598 985 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 601 965 

少数株主に係る四半期包括利益 △2 20 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年10月１日 
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,231 1,297 

減価償却費 841 849 

のれん償却額 38 38 

賞与引当金の増減額（△は減少） △483 △496 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △22 △20 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14 9 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △42 △5 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 9 

受取利息及び受取配当金 △27 △28 

支払利息及び社債利息 66 64 

売上債権の増減額（△は増加） △1,782 △2,690 

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,238 △366 

仕入債務の増減額（△は減少） △48 1,016 

未払費用の増減額（△は減少） 462 79 

その他 △179 562 

小計 △6,180 320 

利息及び配当金の受取額 24 28 

利息の支払額 △67 △67 

法人税等の支払額 △616 △88 

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,839 191 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,754 △1,511 

有形固定資産の売却による収入 0 403 

投資有価証券の取得による支出 △68 △1 

貸付けによる支出 △1 △68 

貸付金の回収による収入 18 29 

その他 △69 △27 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,874 △1,175 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,821 660 

長期借入れによる収入 1,000 2,100 

長期借入金の返済による支出 △646 △748 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

配当金の支払額 △517 △517 

少数株主への配当金の支払額 △0 － 

社債の償還による支出 △47 △7 

その他 △18 △20 

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,590 1,465 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,129 482 

現金及び現金同等物の期首残高 4,563 2,700 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,434 ※1  3,182 
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   （減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年10月１日以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。   

 なお、これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

は軽微であります。 

  

   該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

      該当事項はありません。 

  

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日） 

 配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日） 

 配当金支払額 

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年10月１日 

至 平成24年12月31日） 

（１）連結の範囲の重要な変更  

   該当事項はありません。  

  

（２）持分法適用の範囲の重要な変更  

   該当事項はありません。  

【会計方針の変更】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

（四半期連結損益計算書関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年10月１日 

至 平成23年12月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年10月１日 

至 平成24年12月31日） 

現金及び預金勘定 百万円 3,434 百万円 3,182

預金期間が3ヶ月を超える定期預金  －  －

現金及び現金同等物  3,434  3,182

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年12月21日 

定時株主総会 
普通株式  517  10.0 平成23年９月30日 平成23年12月22日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年12月21日 

定時株主総会 
普通株式  517  10.0 平成24年9月30日 平成24年12月25日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日） 

 １ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                            (単位：百万円)  

   (注) １.セグメント利益の調整額△509百万円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用であります。   

       全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  ２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

       

    ２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報 

  (固定資産に係る重要な減損損失) 

   重要な減損損失の計上はありません。 

  (のれんの金額の重要な変動) 

   該当事項はありません。 

  (重要な負ののれん発生益) 

   該当事項はありません。  

     

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日） 

 １ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                            (単位：百万円)  

   (注) １.セグメント利益の調整額△450百万円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用であります。   

       全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  ２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

       

    ２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報 

  (固定資産に係る重要な減損損失) 

   重要な減損損失の計上はありません。 

  (のれんの金額の重要な変動) 

   該当事項はありません。 

  (重要な負ののれん発生益) 

   該当事項はありません。  

     

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
調整額  
(注１) 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注２)  

冷蔵倉庫事業 食品販売事業 その他 計 

売上高             

外部顧客への売上高  5,327  26,414  2  31,744 -  31,744

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 439 -  12  451  △451 - 

計  5,766  26,414  15  32,196  △451  31,744

セグメント利益  1,313  296  4  1,614  △509  1,104

  

報告セグメント 
調整額  
(注１) 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注２)  

冷蔵倉庫事業 食品販売事業 その他 計 

売上高             

外部顧客への売上高  5,750  24,388  2  30,142 -  30,142

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 411 -  11  422  △422 - 

計  6,161  24,388  14  30,564  △422  30,142

セグメント利益  1,549  109  3  1,662  △450  1,211
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

該当事項はありません。  

  

  

  

  

    該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年10月１日 

至 平成23年12月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年10月１日 

至 平成24年12月31日） 

  １株当たり四半期純利益金額 円 銭 12 83 円 銭 15 40

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  663  796

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  663  796

普通株式の期中平均株式数（千株）  51,748  51,748

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜冷凍株式会

社の平成24年10月１日から平成25年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、横浜冷凍株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

   独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年２月８日

横浜冷凍株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 平野  満  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 藤井 淳一  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年２月14日 

【会社名】 横浜冷凍株式会社 

【英訳名】 YOKOHAMA REITO CO.,LTD． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 吉川  俊雄 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役 水野 隆明 

【本店の所在の場所】 横浜市神奈川区守屋町一丁目１番地７  

  

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は下記の場所で行なっ

ております。） 

最寄りの連絡場所 横浜市西区みなとみらい四丁目６番２号 

みなとみらいグランドセントラルタワー７階  

電話番号 （045）210－0011  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



 当社代表取締役社長吉川俊雄及び最高財務責任者水野隆明は、当社の第66期第１四半期（自平成24年10月１日 至

平成24年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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